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研究成果の概要（和文）：　本研究は、「ワイマール共和国憲法の父」として知られるフーゴー・プロイスにつ
いて、その法理論と政治・社会・歴史観察の連関、あるいは、双方に通底する観念や発想を探ったものである。
　その成果として、彼が、一方で、領域社団の概念構成といった法学上の言説においても、他方で、ユンカーや
急進的社会主義者の批判や都市史の叙述といった多岐にわたる言論活動においても、「発展」の概念を強調し自
説の根拠に用いていたことを明らかにした。この論拠はその射程の長さからプロイスの活発な言論活動を支えた
が、しかし同時に、何を発展と評価するかという問題において彼の政治的選好の流入を許すという帰結をも招い
た。

研究成果の概要（英文）：This study examines Hugo Preuss;, known as the “father of the Weimar 
Constitution,” exploring the connections between his legal theory and his observations of politics,
 society, and history, as well as the ideas and concepts that underlie both.
As a result, it has been revealed that Preu&#223; emphasized the concept of “development” and used
 it as the basis for his arguments, both in his legal discourse, such as the conceptualization of 
territorial associations, and in his diverse public activities, including critiques of Junker and 
radical socialists, as well as his descriptions of the history of cities.This framework supported 
his lively intellectual engagement due to its broad scope, but it also led to the inclusion of his 
political preferences in determining what constitutes “development.”

研究分野：地方自治理論

キーワード： フーゴー・プロイス　地方自治　ドイツ公法学説史

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、フーゴー・プロイスというドイツの法学者について、彼が政治家や社会批評家としても活躍していた
ことを踏まえ、その思考の内面を探るものである。本研究では、彼が著した多様な文献の読解を通じて、プロイ
スが有していた世界を把握するための枠組みに迫った。これは、従来は十分に研究が行われていなかったプロイ
スについて、その主張の背後を明らかにして且つ限界にも目を向けるものであり、学説史研究を進展させるとと
もに、法学者が政治や社会に対してどのようにアプローチするかという興味深い問題の一例を掘り下げる意義を
有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は、その名は広く知られているフーゴー・プロイスについて、しかし日本におけるドイ
ツ公法学説史研究の中ではこれまで十分な関心が払われてこなかったという研究状況を出発点
とする。プロイスは、ワイマール共和国憲法の起草者として記憶に留められているものの、我が
国における学説史研究上は周縁的な位置に置かれている。その要因としては、第一に、プロイス
自身の学説が通説的地位を獲得し得なかったこと、第二に、通説批判者としての意義はむしろ彼
の師であるオットー・フォン・ギールケに見いだされ、プロイスはギールケの「祖述者」あるい
は「忠実な弟子」として把握されたことを指摘できる。このような先行研究の状況下においては、
プロイスの学説が有する固有の意義は明らかになっていない。さらに言えば、なぜ彼が通説の地
位を占めることなく、特定の学説的潮流の更に傍流として、二重に後景に退いた形で理解されて
きたのかという問題は、十分に意識されていなかった。 
 しかし、現代社会の状況を前提として、プロイスには今日改めて関心が寄せられつつある。国
家とゲマインデを領域団体として同質と見なし、さらにその理論的基礎に立脚して国際共同体
の発展と、それに組み込まれた部分有機体としての国家の像を提示した彼の多元主義的法理論
は、現代のグローバル化や国家主権の変容が議論される文脈においても、そのアクチュアリティ
が再評価されている。よって、改めてその理論構造と学説史的意義を再検討することが求められ
ている。 
 本研究は、上述の先行研究の状況とプロイスの現代的意義をふまえ、従来十分に解明されてこ
なかったプロイス学説の独自性と学説史的位置を明らかにすることを企図するものである。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、フーゴー・プロイスの学説が有する固有の意義を明らかにすることである。
とりわけ、彼の学説史上の位置づけを前提としつつ、なぜ彼が同時代において通説的地位を獲得
するに至らなかったのか、そして彼の理論や言説のどのような側面が当時の学界において広範
な支持を得ることができなかったのかという問題の解明を主要な課題とする。 
 これに関連して、本研究では、従来の先行研究の分析枠組にも着目する。これまでのプロイス
研究は、彼の法理論、政治思想、社会観察、歴史意識といった諸側面を、それぞれ個別のジャン
ルの中で位置づけ、その意義を検討する傾向にあった。しかしこのような断片的なアプローチで
は、多岐にわたる議論を展開したプロイスという人物の発想の核心に迫ることは困難であり、彼
の学説の固有の特徴や、なぜそれが同時代に受容されなかったのかを理解する上でも限界があ
ると考えられる。したがって本研究では、法理論のみならず、政治・社会・歴史に関するプロイ
スの言説を総合的に検討し、それらの相互関係と学説的特質を明らかにすることを目指す。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、上述の目的を達成するため、プロイスの著作を内容や分野によって区別すること
なく、あくまで総体を検討対象とし、時系列に沿って思考の展開を跡付ける方法を採用した。す
なわち、法解釈論・政治論評・社会評論・歴史叙述といった各分野の枠を越えて、プロイスにと
って重要な発想や観念がいかに生まれ、どのように洗練され、やがて論拠として確立されていく
かという過程を追跡することを試みた。 
 一次文献としては、プロイス選集に収められた、これまで十分に検討されることのなかった書
評、小論、新聞論説などの多様な文献を含めて広範に分析した。二次文献としては、プロイスの
多面的な活動に応じて蓄積された、彼を法学者・歴史家・政治家として論じた従来の先行研究を
幅広く参照した。しかしその際には、これらが各分野ごとにプロイスを把握し、その多様な活動
を断片化する傾向にあった点に留意した。 
 
４．研究成果 
初年度は、ドイツおよび日本における先行研究を整理し、プロイスについて従来いかなる関心
が持たれ、またどのような視座から検討されてきたかを分析した。ドイツでのプロイス研究は、
整理のためにその時期を敢えて分けるならば、プロイスの生前、死の直後、EU 成立後に重要な
進展を得たと評し得る。反対説の立場にとどまったプロイスは、しかし、異なる視角から様々な
関心を集めてきた。ギールケの弟子としてゲノッセンシャフト理論を奉ずるプロイスの強烈な
問題関心と、それを色濃く反映した解釈論・理論は、ラーバントやイェリネックをはじめとする
同時代の通説形成者からも参照されていた（とはいえ手厳しい簡潔な批判により言及が終えら
れることが多かった）。死後は、プロイスが晩年になしたワイマール共和国憲法の起草という大
事業による関心はもちろんのこと、第二帝政を通じてその保守的・官憲的体制を強調し痛烈な批
判を浴びせた点が興味を集め、特に彼の歴史叙述（都市史など）や、ユンカー支配の批判や戦後
ドイツの改革の必要性の主張といった政治的言論が取り上げられた。そして、EU 成立から現在
までは、改めて彼の法学理論が、とりわけ、その連邦制論や多元主義論が考察の対象となってい
る。他方、日本では、当地における重厚なドイツ公法学説史研究にもかかわらず、プロイスはド



イツ自治学説史の先行研究をなした学者として、すなわち二次文献の著者として引用されるの
が主であり、まれに論じられる場合もギールケ学派の一人として副次的に取り上げられるのが
常であった（以上、諸岡慧人「第二帝政期におけるフーゴー・プロイスの法理論と政治・社会・
歴史観察の連関（一）」国家学会雑誌 135 巻 5=6 号 1頁以下（2022））。 
第二年度以降は、以上の先行研究の状況とそれが反映するプロイスの多面的な活動を前提と
して、従来なお十分には検討されていない彼の発想や言論の核心を探るべく主たる検討作業に
従事した（その成果として公刊したのが、諸岡慧人「第二帝政期におけるフーゴー・プロイスの
法理論と政治・社会・歴史観察の連関（二）～（五・完）」国家学会雑誌 135 巻 7=8 号 1 頁以下、
11=12 号 1 頁以下（2022）、136 巻 1=2 号 45 頁以下、3=4 号 59 頁以下（2023）である）。この成
果として着目したのは、プロイスが初期から随所において用いていた「発展」の観念である。プ
ロイスは、政治・社会状況の観察や歴史の描写に限らず、教授資格申請論文でも「発展史的考察
方法」を法学方法論の柱としていた。そして、この「発展」の観念を、その後のユンカー批判や
土地問題解決のための提言といった政治・経済構造の把握にも活用し、また同時に、国際法の現
状分析と今後の展望を論じる法学論考においてもやはり重視し続けた。プロイスが「発展」を強
調する際、対立する二者が有機的に高次の次元の利益共同態を形成するとの認識枠組みを有し
ていた。しかるに、この二項対立によるドイツ政治・社会の認識は、第一に、プロイスが痛烈に
批判する保守勢力や急進的な革新勢力について、これらが対立による発展をそもそも阻害する
という意味で否定することを可能にした。この意味において、プロイスの枠組みは論敵とみなし
た勢力を包摂し得なかった。第二に、プロイスはこの二項対立図式において、自らが共感する左
派自由主義の主張が目指すべき発展の方向であると措定することが多く、この論法もまた彼の
議論を反対勢力にも説得力あるものと提示することを妨げたと考えられる。これらの成果によ
り、プロイスの諸論考に通底する発想の核心と、彼があくまで傍流にとどまった理由を明らかに
出来た。 
さらに、以上のプロイス研究を前提に、本研究では現代日本の地方自治概念の歴史的研究にも
着手し、序論的考察を発表した（諸岡慧人「住民自治概念の歴史的研究：序論」法学 87 巻 1 号）。
ここでは、プロイスと同時期に活躍し、しかもやはりギールケ学派に数えられるハインリヒ・ロ
ジーンの議論を手がかりに、19 世紀ドイツの住民自治概念の形成過程を分析することが現代の
日本の地方自治論の検討において有する意義を論じた。いわば、本研究におけるプロイスの分析
成果を現代日本の議論に接続するための準備的論考と位置づけられる。 
また、最終年度においては、在外研究先のドイツにおいて、1920 年大ベルリン市成立に至る
経緯を資料調査し、ベルリン市と周辺自治体の要望・交渉の実態と、法学者・市議としてのプロ
イスの貢献を分析した。彼が教授資格申請論文で展開した領域社団論や、その後提示される都市
の発展による国制の下からの変革というアイディアは、しかし同時に、大都市中心主義とでも言
うべき問題点を有しており、この視点からプロイスの自治論を再評価することが可能であると
の見通しを得た。この成果の公刊も予定している。 
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